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陳謝文の朗読拒否を懲罰事由とする出席停止処分の審査

事実の概要

　Ｙ（香芝市）（被告・控訴人）議会は、議員であ
るＸ（原告・被控訴人）の委員会における発言が
懲罰事由に当たるとして、陳謝の懲罰を科したが、
Ｘは、陳謝文の朗読を拒否（以下、引用以外では
「陳謝拒否」）した。議会は、陳謝拒否を懲罰事由
として新たにＸに陳謝処分を科したが、Ｘが陳謝
拒否し、議会が陳謝処分を科すことが繰り返され
た。議会は、5回の陳謝処分を科した後、5回目
の陳謝拒否を懲罰事由として、Ｘに対し、4日間
の出席停止の懲罰の処分（以下「本件処分」）をし
たことから、それが国賠請求訴訟で争われた（補
足的説明として、判例の解説一２も参照）。
　第一審判決（奈良地判令 6・1・16 判例自治 511
号 53 頁）は、陳謝処分の適法性、相当性を審査し、
本件処分は、裁量権を逸脱濫用するものとして、
違法であるとした。Ｙがこれを不服として控訴し、
Ｘが附帯控訴した。

判決の要旨

　１　陳謝の適法性・相当性の審査と陳謝の趣旨
　まず、奈良地判の「出席停止の懲罰の適法性を
審査する際に、陳謝の懲罰の適法性、相当性も審
査の対象」とする部分などを引用する。
　そして、奈良地判を「本来、『陳謝』は、個人
の内心の意思にかかわる倫理的な行為であって、
陳謝処分を科される議員の思想、良心の自由との

緊張関係をはらむものであることからすると、同
法（地方自治法－榊原）が陳謝の対象や陳謝文の
内容について議会に自由裁量を与えているわけで
はないことは明らか」であると改め、「陳謝の対
象は、市議会が認定した懲罰事由に係る議員の言
動並びにこれが議会の秩序維持及びその円滑な運
営に及ぼした直接の影響に限られるものと解する
のが相当である。」と引用し、「『公開の議場にお
ける陳謝』を定めている趣旨も、対象議員に同種
の議会の規律や品位を乱す行為を繰り返さないこ
とを強調する意味で『陳謝』の文言を用いるよう
に定めていると解すべきである」と改める。

　２　陳謝の適法性・相当性の判断
　奈良地判を「第 2陳謝文～第 4陳謝文は、第 1
陳謝処分同様Ｘの発言につき不正確な内容が含ま
れており」、Ｘに「朗読を命じることは相当性を
欠く。」と改め、第 5 陳謝文について、「陳謝文
の内容は、そこで示される発言内容自体が不正確
なもので、さらに、懲罰の対象となる議会におけ
る発言とは無関係な部分についても言及するとい
うもので、不相当な内容」であるなどとして、「か
かる陳謝文の朗読を拒絶したことについて反省の
意を述べさせることは、さらに不相当といえ」る
ことなどを加え、「違法な第 4陳謝処分に係る陳
謝文の朗読拒否は、市議会の内部規律と品位の保
持を損なうものではないか、又はその程度は極め
て低いというべきである」として、第 5陳謝処
分を科したことを違法とする部分を引用する。
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　そして、本件処分の違法性について、第 5陳謝
処分は違法で、陳謝文の朗読拒否も「市議会の内
部規律と品位の保持を損なうものではないか、又
はその程度は極めて低いというべきであるのに、
これに対して、従前より重い出席停止の懲罰を科
した本件処分」は、裁量権の逸脱濫用で違法であ
るとする部分を引用する。

　３　陳謝拒否を理由とする出席停止処分の
　　　審査における陳謝の審査
　Ｙは、「①法律上の争訟である出席停止処分の
違法判断の前提であっても、議会の内部的な規律
事項である陳謝に対し司法権は及ばないはずで
あ」る、「②出席停止処分の法的評価の前提とし
て陳謝に対する法的評価を必要不可欠とするので
あれば、議会の判断を尊重してそれを前提に判断
し評価すれば足り、例外を考える必要はない」、「③
陳謝に対する司法審査を認めることは、それだけ
で議会に対する司法権の干渉となって懲罰に対す
る議会の内部的自律性を侵害し、民意を代弁する
議員活動の萎縮を招くこととなるところ、陳謝に
ついては、議員としての中核的な議会活動を制限
するものではなく、出席停止処分と同様の司法審
査による議会干渉が許されるものではない」旨主
張する。
　上記①について「陳謝処分の対象や陳謝文の内
容は、議会が認定した懲罰事由に係る議員の言動
及びこれが議会の秩序維持及びその円滑な運営に
及ぼした直接の影響に関し、対象議員に今後同種
行為を繰り返さないことを宣明させることに限定
されているというべきであり、それを逸脱してい
ることが明らかな陳謝処分は議会の有する自律的
な権能を逸脱・濫用するものにほかならないか
ら、おおよそ懲罰として除名や出席停止処分と並
べて法定された陳謝処分がいかなる内容のもので
あっても司法審査を控えるべきであるとはいい難
い上、本件処分が陳謝処分に従わなかったことに
起因し、また、直近の陳謝処分に従わなかったと
して数次にわたり陳謝処分が行われる事態となっ
て、より重い懲罰である出席停止処分（本件処分）
に至っているのであるから、本件処分が裁量権の
範囲を逸脱し、又はこれを濫用したといえるかの
評価をする上で、本件処分に至る経緯の中でされ
た陳謝処分についての適法性、相当性の検討は避

けられないというべきである。」
　上記②について「議会に自律的な権能があるこ
とから、懲罰事由該当性、処分の取捨選択等の判
断について議会の合理的な裁量に委ねられるとし
ても、議会の当該判断に裁量権の範囲の逸脱・濫
用がある場合には、当該判断は違法となると解さ
れる。このように解さないと、出席停止処分の違
法性を判断する上で、実際上、司法審査が及ばな
い結果となり、出席停止の懲罰の性格や議員活動
に対する制約の程度に照らし、これを司法審査の
対象とした最高裁令和2年11月25日大法廷判決・
民集 74 巻 8 号 2229 頁の趣旨を没却する結果と
なり、相当ではない。」
　上記③について「出席停止処分の懲罰の性質や
議員活動に対する制約の程度に照らし、同処分の
適否は、常に司法審査の対象とされる以上、本件
のように、出席停止処分の違法性、すなわち同処
分が裁量権の範囲を逸脱し、又はこれを濫用した
といえるかを判断する上で陳謝処分に従わなかっ
たこと等が問題となる場合は、それを判断するの
に必要な限度で陳謝処分についても司法審査が及
ばざるを得ないものであって、陳謝処分が出席停
止処分のように議事に参与し議決に加わるなどの
議員としての中核的な活動を直接制約するもので
はなく（……）、陳謝処分をした議会の自律的な
判断を尊重すべきといえる点については、その点
をも踏まえて出席停止処分の違法性を判断すれば
足りるから、出席停止処分の違法性を判断するの
に必要な限度で陳謝処分について司法審査が及ぶ
としたからといって、これにより直ちに議会の内
部的自律性が侵害されるものとはいえない」。

判例の解説

　一　岩沼市議会事件最大判と本件の背景
　１　岩沼市議会事件最大判
　岩沼市議会事件最大判（最大判令 2・11・25 民
集 74 巻 8号 2229 頁）は、山北村議会事件最大判（最
大判昭35・10・19民集 14巻 12号 2633頁）を変更し、
司法審査の対象を出席停止処分まで拡大し、それ
以来、懲罰の裁量審査のあり方への関心が高まっ
ている１）。そして、岩沼市議会事件の差戻審であ
る仙台地判（仙台地判令 5・3・14 判時 2569 号 13 頁）
だけではなく、抗告訴訟や国賠請求訴訟の幾つも
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の事件において、裁判所の判断が示されている。
本件以前にＹ議会が行おうとした出席停止処分に
対して、仮の差止めを認めた奈良地決（奈良地決
令 4・9・1 判例自治 492 号 31 頁）もある。知事の
審決においても、出席停止処分に対するものを含
め、幾つもの判断がなされている。

　２　本件の背景と国賠請求訴訟への訴えの変更
　宮尾弁護士による裁判の経緯の説明を参照し
て、事実の概要を補足しておきたい２）。本件以前
に、4回目の陳謝処分における陳謝文の朗読の拒
否に対して、懲罰特別委員会で出席停止処分がさ
れたことから、差止訴訟の提起と仮の差止めの申
立てがなされ、先に触れた奈良地裁による仮の差
止めが認められた。本件はその後の展開にかかわ
るものである。9月 29 日に懲罰委員会が出席停
止処分を陳謝処分に変更し、本会議で可決した
が、陳謝拒否を理由に懲罰動議がなされ、陳謝ま
たは出席停止処分について、差止訴訟の提起と仮
の差止めの申立てがなされた。しかし、閉会審査
に付された懲罰特別委員会が決定をしないことか
ら、奈良地裁は、仮の差止めの申立てを却下した
（奈良地決令 4・11・30 判例集未登載）。その後、12
月定例会初日に懲罰特別委員会と本会議が開催さ
れ、出席停止 4日の処分がなされた。Ｙの条例
においては、出席停止期間中の議員報酬の削減規
定がないこともあり、国家賠償請求に訴えの変更
がなされた。

　二　懲罰審査の基本的枠組み――陳謝拒否を
　　　理由とする懲罰処分の審査を中心に
　１　懲罰処分の趣旨目的と比例原則審査
　懲罰処分の趣旨目的について、古くから、最高
裁は、その目的は、議会の自律権を尊重し、「議
会の秩序を維持し、その運営を円滑ならしめる
ため」としており（最判昭 28・11・20 民集 7巻 11
号 1246 頁）、岩沼市議会事件においても、「議員
に対する懲罰は、会議体としての議会内の秩序を
保持し、もってその運営を円滑にすることを目的
として科されるもの」としている。西上が「陳謝
の懲罰に係る審査の判断枠組みを示している点で
も注目に値」するとしている「市議会が認知した
懲罰事由に係る議員の言動」や「これが議会の秩
序維持及びその円滑な運営に及ぼした直接の影

響」を超えたものである場合、陳謝処分を違法と
する奈良地判の判断は３）、この判断を前提したも
のと考えられる。大阪高判も同様の判断をするが、
陳謝の趣旨として、「対象議員に同種の議会の規
律や品位を乱す行為を繰り返さないことを強調す
る」ものと理解している。
　また、懲罰処分の裁量審査としては、判決によ
る審査密度は異なるが、多数派による少数派の抑
圧という背景があることから、事実認定や要件該
当性を厳格に行い、また、戒告処分、陳謝処分、
出席停止処分と除名処分の選択にかかる効果裁量
においても、比例原則に基づく厳格な審査を行う
ものがみられる。大阪高判も、奈良地判と同じく、
第 5陳謝処分は違法で、陳謝拒否も「市議会の内
部規律と品位の保持を損なうものではないか、又
はその程度は極めて低い」のに、「重い出席停止」
処分を科す本件処分を違法としており、比例原則
審査を行うものと考えられる。

　２　陳謝拒否を理由とする懲罰処分の
　　　審査における陳謝の審査
　一般的に、先行する懲罰を拒否した場合に、そ
れを理由に新たな懲罰を科すことができると考
えられている４）。「陳謝文の朗読拒否に対しては、
懲罰としない議会」もあるようであるが５）、陳謝
拒否を理由として、除名処分や出席停止が科され
る場合、その審査において、先行する陳謝処分を
審査できるかが一つの争点になる。除名処分に先
行する陳謝拒否の審査を行うものとして、詳細を
紹介する余裕はないが、例えば、山北村議会事件
大法廷判決前の岡山地判昭 24・11・7 行裁月報
20 号 178 頁、名古屋地判昭 36・10・29 行集 12
巻 12 号 2494 頁、美浜町議会事件名古屋高判（名
古屋高判平 25・7・4判時 2210 号 36 頁）があった。
　また、岩沼市議会事件最大判以降の審決をみて
も、同様に陳謝処分の適法性等を審査し、陳謝拒
否を理由とする懲罰を違法とする例として、榛東
村議会事件群馬県知事審決令 3・10・8（出席停止
処分）、本別町議会事件北海道知事審決令 3・10・
8（除名処分）、沼津市議会事件静岡県知事審決令 6・
8・7（出席停止処分）をあげることができる。

　３　本件出席停止処分の審査における陳謝の
　　　審査
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　奈良地判は、「陳謝の懲罰一般が直ちに司法審
査の対象となるものでないとしても」、「出席停止
の懲罰の適法性を審査する際に、陳謝の懲罰の適
法性、相当性も審査の対象としなければ」、「陳謝
拒否が議会の内部規律と品位の保持を害する程度
についての議会の判断」を的確に審査できないと
した。西村は、こういった場合、「陳謝相当の事
由であったこととの評価から出発し、陳謝文の朗
読拒否が出席停止処分の根拠として妥当だったか
どうかのみ審査する」選択（選択肢①）と、「陳謝
の懲罰を科したことがそもそも適法であったのか
自体の審査も含めて行う」選択（選択肢②）を示し、
奈良地判は、「後者を選択した」と評価する６）。
　大阪高判は、「陳謝処分に従わなかったことに
起因」するなどの出席停止処分について、「陳謝
処分についての適法性、相当性の検討は避けられ
ない」とし、判決の要旨３において、より詳細に
陳謝処分の審査の必要性を説明しており、西村の
選択肢②を採用している。そして、「おおよそ懲
罰として除名や出席停止処分と並べて法定された
陳謝処分がいかなる内容のものであっても司法審
査を控えるべきであるとはいい難い」として、よ
り一般的に陳謝処分の審査可能性を示唆している
ようにもみえる。また、懲罰の趣旨目的、比例原
則による審査に加え、陳謝が「議員の思想、良心
の自由との緊張関係をはらむ」として、陳謝処分
が重大な不利益であることを前提にした陳謝文と
の関係での自由裁量の否定や相当性判断も注目さ
れる。朗読を求められる陳謝文は、陳謝を行う議
員が作成するものではなく、陳謝文の修正や朗読
での修正ができないこともあって、陳謝文の内容
や陳謝拒否の事情が審査されているからである。
　大阪高判は、上告されずに確定したが、類似の
判決や審決の存在なども踏まえると、今後、同種
の裁判や審決においても、出席停止処分に先行す
る陳謝処分についての適法性、相当性についての
判断がなされていくことが予想される。

　三　残された課題――議員報酬の削減がない
　　　出席停止処分
　地方議員に出席停止処分が科された場合に、議
員報酬の削減を定める条例の例は必ずしも多くな
いようであり７）、取消訴訟で争った場合の訴えの
客観的利益に関する検討課題があることになる。

つまり、従来の考えを前提にすると、議員報酬の
削減がない場合には、訴えの客観的利益が短期間
の内に消滅するため、なおも取消訴訟で争うため
には、例えば、出席停止処分の取消しが「一般的

4 4 4

に
4

当該期間中の議決に影響を与える法的な可能
性」や、戒告や陳謝の処分性との関係で主張され
る「議員としての活動の基盤である有権者の信頼」
に着目するなど、従来とは異なる考え方が必要と
なる８）９）。特に後者のためには、岩沼市議会事件
最大判において議員が「住民の代表」であり、「公
選」であるとする部分に着目することになるであ
ろう。取消訴訟で争うことが困難であれば、本件
の経緯が示すように、出席停止処分に対して差止
訴訟を提起し、仮の差止めの申立てをするか、国
賠請求訴訟を提起して争うことになる。
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